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ページ 
問題番号 

タイトル 
行数 誤 正 掲載日 

77 問題 18 
肢イ 

２行目 

債権者がすでに権利を行使し

ている場合には 

債務者がすでに権利を行使し

ている場合には 
2023/03/27 訂正 

611 必修問題 
肢４ 

２行目 
夫が嫡出否認（774 条） 

夫（父）・子・子の母等が嫡

出否認（774 条） 
2024/03/08 訂正 

618 
【婚姻障害事

由】（表） 

４行１

～２列 
再婚禁止期間とその内容 

削除（※2022〔令和４〕年民

法改正により，再婚禁止期間

が廃止されたため） 
2024/03/08 訂正 

618 ポイント － 全文 

従来，父性推定の重複を避け

るため，女性は，前婚の解消・

取消しの日から 100 日経過後

でなければ再婚できないとす

る再婚禁止期間が設けられて

いました（旧 733 条）。しか

し，2022（令和４）年民法改

正が嫡出推定制度の抜本的な

改正（セクション③「親子」

のインプット参照）を行った

結果，父性推定の重複がなく

なったため，同改正は再婚禁

止期間を廃止しました（2024

年４月１日施行）。 

2024/03/08 訂正 

619 
【婚姻の取消

し】（表） 

４行１

列 
再婚禁止期間内の婚姻 

削除（※2022〔令和４〕年民

法改正により，再婚禁止期間

が廃止されたため） 
2024/03/08 訂正 

619 
【婚姻の取消

し】（表） 

４行３

列 

前婚の解消・取消しの日から

100 日間または女が再婚後出

産するまで（746） 

削除（※2022〔令和４〕年民

法改正により，再婚禁止期間

が廃止されたため） 
2024/03/08 訂正 

634 問題 189 
問題文 

２行目 
（国税・財務・労基 2020） （国税・財務・労基 2020 改題） 2024/03/08 訂正 

634 問題 189 肢ア 全文 

削除（※2022〔令和４〕年民

法改正により，再婚禁止期間

が廃止されたため） 
2024/03/08 訂正 

634 問題 189 肢１ ア，ウ ウ 2024/03/08 訂正 

634 問題 189 肢２ ア，エ エ 2024/03/08 訂正 



635 問題 189 肢ア 全文 

削除（※2022〔令和４〕年民

法改正により，再婚禁止期間

が廃止されたため） 
2024/03/08 訂正 

635 問題 189 最終行 
以上より，妥当なものはア，

エであり 

以上より，妥当なものはエで

あり 2024/03/08 訂正 

640 ガイダンス 
４～５

行 

・推定の及ばない子 

・推定されない嫡出子 
・推定の及ばない子 2024/03/08 訂正 

641 必修問題 
肢３ 

２行目 

（直系卑属が成年ならその承

諾も必要。783 条２項） 

（直系卑属が成年ならその承

諾も必要。783 条３項） 
2024/03/08 訂正 

652 問題 194 
問題文 

２行目 
（国家一般職 2019） （国家一般職 2019 改題） 2024/03/08 訂正 

652 問題 194 肢ウ 全文 

削除（※2022〔令和４〕年民

法改正により，婚姻成立後 200

日以内に生まれた子も，嫡出

子と推定されることになった

ため） 

2024/03/08 訂正 

652 問題 194 肢１ ア，ウ ア 2024/03/08 訂正 

652 問題 194 肢４ ア，ウ，オ ア，オ 2024/03/08 訂正 

652 問題 194 肢５ イ，ウ，オ イ，オ 2024/03/08 訂正 

653 問題 194 肢イ 

786 条は，「子その他の利害関

係人は，認知に対して反対の

事実を主張することができ

る」と定めて，認知無効の主

張を認めている。さらに，判

例は，認知者が認知をするに

至る事情はさまざまであり，

自らの意思で認知したことを

重視して認知者自身による無

効の主張を一切許さないと解

することは相当でないとし

て，認知者は，786 条に規定す

る利害関係人にあたり，血縁

上の父子関係がないことを知

りながら認知をした場合で

も，自らした認知の無効を主

張することができるとしてい

る（最判平 26.1.14）。 

改正前 786 条は，「子その他

の利害関係人は，認知に対し

て反対の事実を主張すること

ができる」と定めて，認知無

効の主張を認めていた。さら

に，判例は，認知者は，786

条に規定する利害関係人にあ

たり，血縁上の父子関係がな

いことを知りながら認知をし

た場合でも，自らした認知の

無効を主張することができる

としていた（最判平 26.1.14）。

なお，2022（令和４）年民法

改正により，認知無効の出訴

権者が，子または子の法定代

理人，認知をした者，子の母

に限定されたので（786 条１

項），認知者自身が認知無効

を主張できることが明確にな

った。 

2024/03/08 訂正 

653 問題 194 肢ウ 全文 削除（※2022〔令和４〕年民

法改正により，婚姻成立後 200
2024/03/08 訂正 



日以内に生まれた子も，嫡出

子と推定されることになった

ため） 

654 問題 194 最終行 
以上より，妥当なものはア，

ウ，オであり 

以上より，妥当なものはア，

オであり 2024/03/08 訂正 

657 問題 195 肢ア 

772 条（記述イの解説参照）に

よれば，婚姻成立後 200 日以

内に生まれた子は，妻が婚姻

中に懐胎したという推定を受

けず，夫の子であるという推

定も受けない。したがって，

厳密には，このような子は非

嫡出子であり，夫がこれを認

知したときに準正によっては

じめて嫡出子の身分を取得す

る（789 条２項）ことになるは

ずである。しかし，わが国で

は，内縁が先行し，子が生ま

れる直前になって婚姻届が出

されることも少なくないの

で，そのような子が嫡出子と

なるためには認知が必要であ

るという解釈は，実情に合わ

ない。そこで，判例は，内縁

関係が先行している場合に

は，婚姻成立後 200 日以内に

生まれた子であっても，父の

認知を要することなく，当然

に嫡出子になるとした（大連

判昭 15.1.23）。このような子

は，772 条の推定を受けない

が，嫡出子として扱われるの

で，推定されない嫡出子とよ

ばれている。 

改正前 772 条によれば，婚姻

成立後 200 日以内に生まれた

子は，妻が婚姻中に懐胎した

という推定を受けず，夫の子

であるという推定も受けない

が，判例は，内縁関係が先行

している場合には，婚姻成立

後 200 日以内に生まれた子で

あっても，父の認知を要する

ことなく，当然に嫡出子にな

るとしていた（大連判昭

15.1.23）。このような子は，

同条の推定を受けないが，嫡

出子として扱われるので，推

定されない嫡出子とよばれて

いた。しかし，2022（令和４）

年民法改正により，「婚姻の

成立の日から 200 日以内に生

まれた子」は，婚姻前に懐胎

したものと推定され（772 条２

項前段），「女が婚姻前に懐

胎した子であって，婚姻が成

立した後に生まれた」子につ

いても夫の子と推定される

（同条１項後段）こととなっ

た。したがって，婚姻成立後

200 日以内に生まれた子も，嫡

出子と推定される。もっとも，

本記述が妥当であるという結

論に変わりはない。 

2024/03/08 訂正 

657 問題 195 
肢イ 

１行目 

婚姻の成立の日から 200 日経

過後 
婚姻の成立の日以後 2024/03/08 訂正 

660 問題 196 
問題文 

２行目 
（国家総合職 2021） （国家総合職 2021 改題） 2024/03/08 訂正 

660 問題 196 
肢ア 

１行目 

婚姻の成立の日から 200 日を

経過した後 
婚姻の成立の日以後 2024/03/08 訂正 

661 問題 196 
肢ア 

１行目 

婚姻の成立の日から 200 日経

過後 
婚姻の成立の日以後 2024/03/08 訂正 

665 必修問題 
肢ア 

３行目 
（大連判昭 15.1.23）。 

（大連判昭 15.1.23）。なお，

婚姻成立後 200 日以内に生ま

れた子について，従来は推定

されない嫡出子として扱われ

2024/03/08 訂正 



ていたが，2022（令和４）年

民法改正により，推定される

嫡出子として扱われることに

なった（772 条２項前段・１項

後段）。 

666 ミニ知識 － 
旧 822 条では……削除されま

した。 

旧 822 条は、親権者は 820 条

による監護・教育に必要な範

囲内で「その子を懲戒するこ

とができる」と定めていまし

た。しかし、同条の懲戒権は、

児童虐待の口実に使われるこ

とがありました。そこで、2022

（令和４）年改正民法は、監

護・教育をする親権者に、①

子の人格を尊重すること、②

子の年齢・発達の程度に配慮

すること、③体罰その他の子

の心身の健全な発達に有害な

影響を及ぼす言動の禁止を要

求する規定（821 条）を新設す

るとともに、旧 822 条を削除

しました。この改正は、同年

12 月 16 日に施行されました。 

2022/12/26 訂正 

675 章末 CHECK Ａ10 

婚姻成立後 200 日以内に生ま

れた子は「推定されない嫡出

子」という。 

婚姻成立後 200 日以内に生ま

れた子も（推定される）嫡出

子である（772 条２項・１項）。 
2024/03/08 訂正 

675 章末 CHECK Ａ12 

妻は嫡出否認の訴えを提起す

ることができない（774 条・775

条）。 

嫡出否認の訴えは，夫（父）

は子の出生を知った時から，

妻（母）は子の出生の時から

３年以内に提起しなければな

らない（777 条１号・３号）。 

2024/03/08 訂正 

※「掲載日」は，上掲訂正情報がＬＥＣ公務員ホームページの『テキスト改訂・訂正情報』 

(http://www.lec-jp.com/koumuin/info/teisei/)に掲載された日付です。 

 


